
法
制
、
税
制
、
会
計
に
わ
た
る
大
改
革

日
本
の
公
益
法
人
は
今
、
天
地
創
造
の
と

き
の
宇
宙
大
爆
発
に
も
似
た
ビ
ッ
グ
バ
ン
を

迎
え
て
い
る
。
そ
れ
は
１
８
９
６
年
に
制
定

さ
れ
た
公
益
法
人
の
根
拠
法
で
あ
る
民
法
の

「
法
人
」
に
関
す
る
制
度
が
、
な
ん
と
１
１

０
年
来
、
初
め
て
抜
本
改
正
さ
れ
る
か
ら
で

あ
る
。
そ
れ
ば
か
り
で
な
い
。
戦
後
、
シ
ャ

ー
プ
勧
告
（
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
要
請
に
よ
る
税
制
使
節

団
が
１
９
４
９
年
と
50
年
の
報
告
書
に
盛
り
込

ん
だ
勧
告
）
に
よ
っ
て
構
築
さ
れ
た
公
益
法

人
税
制
も
、
特
に
寄
付
税
制
が
60
年
ぶ
り
に

大
き
く
変
わ
る
方
向
で
検
討
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
１
９
７
７
年
に
公
益
法
人
に
も
初
め

て
会
計
基
準
が
導
入
さ
れ
た
が
、
こ
れ
も
30

年
ぶ
り
に
大
改
正
さ
れ
る
。

こ
の
よ
う
に
、
法
制
、
税
制
、
会
計
、
ど

れ
を
一
つ
と
っ
て
も
、
そ
の
大
改
正
は
公
益

法
人
に
と
っ
て
は
大
き
な
影
響
を
受
け
る
が
、

こ
れ
ら
が
ほ
ぼ
同
時
期
に
発
生
す
る
わ
け
で

あ
る
か
ら
、
ま
さ
に
公
益
法
人
は
ビ
ッ
グ
バ

ン
の
渦
中
に
あ
る
と
い
っ
て
よ
い
。

本
稿
で
は
法
制
度
を
取
り
上
げ
て
、
そ
の

意
義
、
概
要
、
課
題
と
展
望
に
つ
い
て
説
明

す
る
。
な
お
、
税
制
と
会
計
に
つ
い
て
は
、

改
正
の
方
向
に
つ
い
て
だ
け
こ
こ
で
簡
単
に

紹
介
し
て
お
き
た
い
。

ま
ず
、
税
制
で
あ
る
が
、
公
益
法
人
へ
の

個
人
や
法
人
の
寄
付
に
か
か
わ
る
優
遇
税
制

が
格
段
に
拡
充
さ
れ
る
方
向
で
検
討
が
進
ん

で
い
る
。
ま
た
、
会
計
制
度
に
つ
い
て
は
透

明
性
の
充
実
、
法
人
の
受
託
者
責
任
の
明
確

化
、
法
人
の
自
律
的
運
営
を
基
本
的
な
考
え

方
と
し
て
、
す
で
に
06
年
度
決
算
か
ら
新
基

準
の
適
用
が
決
ま
っ
て
い
る
。

公
益
に
関
す
る
思
想
の
大
転
換

今
ま
で
の
公
益
法
人
制
度
で
は
、
主
務
官

庁
の
許
可
が
な
け
れ
ば
法
人
設
立
が
で
き
ず
、

設
立
後
も
主
務
官
庁
の
指
導
監
督
を
受
け
な

く
て
は
な
ら
な
か
っ
た
。
許
可
と
い
う
の
は
、

一
般
的
に
は
禁
止
さ
れ
て
い
る
行
為
を
解
除

し
て
適
法
に
行
な
わ
せ
る
こ
と
を
い
う
。
市

民
が
集
ま
っ
て
公
益
活
動
を
す
る
た
め
に
社

団
法
人
を
作
る
、
あ
る
い
は
資
産
を
寄
付
し

て
財
団
法
人
を
作
る
こ
と
は
一
般
的
に
は
禁

止
す
る
が
、
社
会
の
安
寧
秩
序
を
乱
さ
な
い

と
主
務
官
庁
が
特
に
認
め
る
場
合
は
、
こ
れ

を
特
に
許
す
と
い
う
、
誠
に
唖
然
と
す
る
、

明
治
憲
法
下
の
思
想
を
反
映
し
た
制
度
な
の

で
あ
る
。
星
野
英
一
東
京
大
学
名
誉
教
授
は

こ
れ
を
評
し
て
「
公
益
国
家
独
占
主
義
」
と

述
べ
て
い
る
が
、
ま
さ
に
名
言
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
反
時
代
的
な
制
度
を
廃
止
し
、

公
益
活
動
を
市
民
の
手
に
戻
そ
う
と
い
う
の

が
、
今
回
の
制
度
改
革
の
理
念
で
あ
り
、
意

義
で
あ
る
。
法
案
審
議
に
際
し
、
２
０
０
６

年
５
月
９
日
の
参
議
院
「
行
政
改
革
に
関
す

る
特
別
委
員
会
」
に
参
考
人
と
し
て
出
席
し

おおた たつお●1956年京都大学法学部卒業。三井信託銀
行株式会社信託部長、富士信託銀行専務取締役、第一勧業
富士信託銀行常勤顧問を経て、2000年4月より現職。その
ほか、（財）助成財団センター、（社）成年後見センター・リ
ーガルサポート、（社）日本フィランソロピー協会の各理事、
（社）日本アイソトープ協会、（特活）国際協力NGOセンタ
ー、（財）渋沢栄一記念財団の各監事、（財）日本国際交流セ
ンター、（特活）日本NPOセンターの各評議員を兼任
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た
田
中
弥
生
東
京
大
学
大
学
院
助
教
授
（
当

時
）
の
言
を
借
り
れ
ば
「
公
益
に
関
す
る
思

想
の
大
転
換
」
と
い
っ
て
よ
い
（
な
お
、
筆

者
は
同
年
４
月
17
日
の
衆
議
院
特
別
委
員
会
に

お
い
て
参
考
人
意
見
を
述
べ
た
）。

設
立
の
簡
便
性
と
公
益
認
定
の
透
明
性

で
は
、
08
年
12
月
１
日
ま
で
に
施
行
さ
れ

る
予
定
の
新
制
度
は
、
ど
の
よ
う
な
内
容
な

の
だ
ろ
う
か
。
図
１
の
よ
う
に
、
市
民
は
法

律
の
定
め
た
要
件
を
充
た
し
て
い
れ
ば
、
法

人
（
一
般
社
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
）
を
自

由
に
作
る
こ
と
が
で
き
る
（「
設
立
の
準
則
主

義
」
と
い
う
）
。
つ
ま
り
、
行
政
庁
の
許
可
、

認
可
、
認
証
と
い
っ
た
も
の
は
、
ま
っ
た
く

不
要
で
あ
る
。
今
ま
で
の
よ
う
に
法
人
設
立

ま
で
何
年
か
か
っ
た
と
か
、
行
政
庁
へ
の
申

請
に
際
し
て
、
基
本
財
産
が
少
な
い
、
あ
る

い
は
も
う
少
し
実
績
を
積
む
よ
う
に
言
わ
れ

た
な
ど
の
明
文
化
さ
れ
て
い
な
い
行
政
裁
量

と
い
う
理
不
尽
な
介
入
か
ら
解
放
さ
れ
る
わ

け
で
あ
る
。

ま
た
、
法
人
の
目
的
も
公
益
だ
け
で
な
く
、

仲
間
内
の
利
益
を
追
求
す
る
共
益
、
専
ら
自

分
の
利
益
を
求
め
る
私
益
で
あ
っ
て
も
か
ま

わ
な
い
。
事
業
も
法
令
等
に
違
反
し
な
い
限

り
自
由
で
あ
る
。

次
の
ス
テ
ッ
プ
は
公
益
認
定
で
あ
る
。
一

般
社
団
・
財
団
法
人
で
公
益

性
を
備
え
て
い
る
法
人
は
、

内
閣
府
ま
た
は
各
都
道
府
県

に
設
置
さ
れ
る
公
益
認
定
等

委
員
会
に
公
益
認
定
申
請
が

で
き
る
。
認
定
と
は
あ
る
事

実
、
ま
た
は
法
律
関
係
の
有

無
を
確
認
す
る
行
為
で
あ
る

か
ら
、
認
定
要
件
に
合
致
し

て
い
れ
ば
委
員
会
は
認
定
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
今
ま

で
の
許
可
主
義
と
異
な
り
、
格
段
に
行
政
庁

の
裁
量
権
は
狭
ま
る
。

認
定
要
件
と
し
て
法
定
さ
れ
た
基
準
は
18

あ
る
が
、
最
も
重
要
な
点
は
、
「
公
益
目
的

事
業
を
行
な
う
こ
と
を
主
た
る
目
的
と
す
る

こ
と
」
で
あ
る
。
そ
し
て
、
こ
の
公
益
目
的

事
業
と
は
左
の
表
に
掲
げ
る
種
類
の
事
業
で

あ
っ
て
、
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
の
利
益
の

増
進
に
寄
与
す
る
も
の
を
い
う
。
「
学
術
及

び
科
学
技
術
の
振
興
を
目
的
と
す
る
事
業
」

ほ
か
、
全
部
で
23
の
目
的
事
業
が
列
記
さ
れ

て
い
る
。

す
な
わ
ち
、
①
こ
れ
ら
の
目
的
に
該
当
す

る
事
業
で
、
②
不
特
定
多
数
の
者
の
利
益
に

寄
与
し
、
③
な
お
か
つ
、
そ
の
事
業
を
主
た

る
目
的
と
す
る
法
人
で
な
け
れ
ば
、
公
益
の

認
定
は
受
け
ら
れ
な
い
。
そ
の
他
の
17
の
要

25

図1　法制度改革案の基本的枠組み�
①一般社団・財団法人として法人類型は同じ�
 ②公益性は第三者機関が判断する�
 ③主務官庁制がなくなる�
�

共通点＝剰余金を構成員に分配しないこと（B、Cは残余財産の分配が可能）�

A
市民�
�

B
市民�
�

C
市民�
�

設立　　公益目的� 設立　　共益目的� 設立　　私益目的�

B　一般法人� C　一般法人�

申請� 認定�

【法人の設立】�
準則主義設立：�
行政庁による関与なしに�
登記のみで設立�

行政庁�

公益認定等委員会�
�
�

公�
A　公益法人�

【公益性の判断】�
一般社団法人・一般財団
法人のうち希望する法人
に対して民間有識者によ
る委員会の意見に基づき
行政庁が認定�

公益法人制度改革後の
公益目的事業の定義

1. 学術及び科学技術の振興を目的とする事業
2. 文化及び芸術の振興を目的とする事業
3. 障害者若しくは生活困窮者又は事故、災害若し
くは犯罪による被害者の支援を目的とする事業

4. 高齢者の福祉の増進を目的とする事業
5. 勤労意欲のある者に対する就労の支援を目的と
する事業

6. 公衆衛生の向上を目的とする事業
7. 児童又は青少年の健全な育成を目的とする事業
8. 勤労者の福祉の向上を目的とする事業
9. 教育、スポーツ等を通じて国民の心身の健全な
発達に寄与し、又は豊かな人間性を涵養するこ
とを目的とする事業

10.犯罪の防止又は治安の維持を目的とする事業
11.事故又は災害の防止を目的とする事業
12.人種、性別その他の事由による不当な差別又は
偏見の防止及び根絶を目的とする事業

13.思想及び良心の自由、信教の自由又は表現の自
由の尊重又は擁護を目的とする事業

14.男女共同参画社会の形成その他のより良い社会
の形成の推進を目的とする事業

15.国際相互理解の促進及び開発途上にある海外の
地域に対する経済協力を目的とする事業

16.地球環境の保全又は自然環境の保護及び整備を
目的とする事業

17.国土の利用、整備又は保全を目的とする事業
18.国政の健全な運営の確保に資することを目的と
する事業

19.地域社会の健全な発展を目的とする事業
20.公正かつ自由な経済活動の機会の確保及び促進
並びにその活性化による国民生活の安定向上を
目的とする事業

21.国民生活に不可欠な物資、エネルギー等の安定
供給の確保を目的とする事業

22.一般消費者の利益の擁護又は増進を目的とする
事業

23.前各号に掲げるもののほか、公益に関する事業
として政令で定めるもの



件
は
、
す
べ
て
公
益
性
を
担
保
す
る
外
形

的
・
組
織
上
の
要
件
と
い
っ
て
よ
い
。
つ
ま

り
、
こ
れ
ら
の
要
件
は
、
か
な
り
明
確
か
つ

具
体
的
に
規
定
さ
れ
て
い
る
の
で
、
市
民
は

あ
ら
か
じ
め
そ
の
よ
う
な
基
準
を
充
た
し
て

い
る
か
ど
う
か
、
自
ら
点
検
し
、
認
定
申
請

に
臨
む
こ
と
が
で
き
る
点
で
、
透
明
性
も
従

来
の
許
可
制
度
に
比
べ
、
格
段
に
高
い
。

公
益
認
定
を
受
け
る
と
、
「
公
益
社
団
法

人
」
ま
た
は
「
公
益
財
団
法
人
」
と
い
う
名

称
に
な
り
、
社
会
か
ら
の
信
用
力
が
増
し
、

市
民
の
協
力
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
、
寄
付
金
な
ど
）

が
得
ら
れ
や
す
く
な
る
。
ま
た
法
人
税
の
原

則
非
課
税
や
、
そ
の
法
人
へ
の
寄
付
金
に
関

わ
る
所
得
控
除
な
ど
、
税
制
上
の
支
援
措
置

が
賦
与
さ
れ
る
。

団
体
自
治
の
尊
重
と
一
定
の
規
律

新
制
度
で
は
、
従
来
と
異
な
り
法
人
経
営

に
対
す
る
行
政
庁
の
指
導
監
督
は
最
低
限
に

抑
え
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
基
本
的
に
は
公

益
法
人
の
適
正
運
営
を
確
保
す
る
た
め
に
必

要
な
場
合
に
限
っ
て
、
報
告
を
求
め
た
り
、

立
ち
入
り
検
査
、
勧
告
、
命
令
を
行
な
う
こ

と
が
で
き
る
。
ま
た
、
従
来
主
務
官
庁
の
認

可
が
必
要
で
あ
っ
た
定
款
の
変
更
、
基
本
財

産
の
処
分
、
事
業
譲
渡
、
解
散
な
ど
は
、
す

べ
て
届
出
だ
け
で
よ
い
こ
と
と
な
る
。
つ
ま

り
団
体
自
治
が
大
幅
に
拡
大
す
る
。

し
か
し
一
方
、
法
人
の
経
営
に
お
い
て
は
、

意
思
決
定
、
執
行
、
監
督
の
各
権
限
の
社
員

総
会
、
理
事
（
会
）、
監
事
、
評
議
員
（
会
）

な
ど
へ
の
適
正
な
分
配
（
し
っ
か
り
し
た
ガ
バ

ナ
ン
ス
）
、
透
明
性
と
説
明
責
任
（
情
報
公

開
）
、
役
職
員
の
義
務
と
責
任
、
内
部
統
制

の
構
築
な
ど
（
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
）
が
、
従

来
以
上
に
詳
細
に
規
定
さ
れ
て
い
る
。

つ
ま
り
、
団
体
自
治
の
尊
重
と
一
定
の
し

っ
か
り
し
た
規
律
と
は
、
表
裏
の
関
係
に
あ

る
と
い
う
わ
け
だ
。

ボ
ラ
ン
タ
リ
ズ
ム
と
寄
付
文
化
の
醸
成

今
後
日
本
社
会
で
は
少
子
高
齢
化
社
会
に

あ
っ
て
、
高
齢
者
や
障
害
者
な
ど
社
会
的
弱

者
の
支
援
、
子
育
て
世
帯
へ
の
支
援
、
若
年

無
業
者
（
い
わ
ゆ
る
ニ
ー
ト
）
の
就
労
支
援
、

い
じ
め
対
策
な
ど
の
教
育
問
題
、
経
済
格
差

問
題
、
ホ
ー
ム
レ
ス
支
援
、
消
費
者
保
護
、

地
震
な
ど
の
災
害
復
旧
支
援
、
自
然
環
境
保

護
な
ど
、
お
よ
そ
無
数
の
社
会
的
問
題
を
抱

え
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
ら
は
行
政
や
市
場

経
済
の
論
理
と
枠
組
み
だ
け
で
、
す
べ
て
が

解
決
で
き
る
わ
け
で
は
決
し
て
な
い
。
こ
れ

ら
の
問
題
を
自
分
自
身
の
問
題
と
し
て
、
市

民
が
そ
れ
ぞ
れ
の
優
れ
た
知
見
と
資
金
を
出

し
合
っ
て
取
り
組
も
う
と
い
う
多
様
な
傾
向

が
増
え
て
く
る
も
の
と
予
想
さ
れ
る
。

新
制
度
は
自
発
的
な
市
民
の
、
市
民
に
よ

る
、
市
民
の
た
め
の
法
人
制
度
で
あ
る
か
ら
、

こ
の
よ
う
な
市
民
の
ボ
ラ
ン
タ
リ
ズ
ム
と
寄

付
文
化
の
醸
成
を
後
押
し
す
る
も
の
と
し
て

期
待
し
た
い
。
そ
の
こ
と
に
よ
っ
て
、
非
営

利
公
益
組
織
全
体
が
力
強
く
大
き
な
も
の
に

発
展
す
る
こ
と
が
、
今
後
の
日
本
社
会
に
ぜ

ひ
と
も
必
要
と
考
え
る
（
図
２
）。

新
制
度
は
、
間
違
っ
て
も
従
来
制
度
の
よ

う
に
、
官
僚
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
シ
ス
テ

ム
に
逆
行
す
る
よ
う
な
こ
と
が
あ
っ
て
は
な

ら
な
い
。
内
閣
府
や
各
都
道
府
県
に
設
立
さ

れ
る
公
益
認
定
等
委
員
会
は
、
こ
の
点
で
大

き
な
鍵
を
握
っ
て
い
る
。
委
員
に
は
法
律
、

会
計
そ
し
て
公
益
法
人
に
関
わ
る
活
動
に
関

し
て
優
れ
た
識
見
を
有
す
る
民
間
人
が
起
用

さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
市
民
の
目

線
で
公
正
で
中
立
的
な
認
定
が
で
き
る
環
境

を
整
備
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。

特
に
、
予
備
審
査
的
業
務
を
担
う
と
予
想

さ
れ
る
委
員
会
事
務
局
が
各
官
庁
か
ら
の
出

向
者
で
構
成
さ
れ
、
省
益
を
む
き
出
し
に
し
、

委
員
会
を
事
実
上
、
牛
耳
る
よ
う
な
こ
と
が

あ
っ
て
は
、
形
を
変
え
た
主
務
官
庁
制
の
温

存
と
な
る
。
市
民
セ
ク
タ
ー
の
オ
ン
ブ
ズ
マ

ン
的
機
能
が
こ
こ
で
も
大
い
に
期
待
さ
れ
る

と
こ
ろ
で
あ
る
。a
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図2　�
第2セクター�
（営利法人）�

第1セクター�
（政府・公共部門）�

第3セクター�
（非営利組織）�

企 業�

非営利公益組織�
公益法人�
ＮＰＯ法人�
公益信託�

特別法公益法人�

共益法人�

政 府�

改革の目的  ＝このセクターを大きくし、強くするための改革�

公益法人制度改革の目的は、
政府と企業の間にある、非
営利公益組織である第3セク
ター（非営利組織）を大きく
し、強化することにある


